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第 1  基本方針 

1 ． 整備目的 

 熊本大学(本荘)発生医学研究センターは、発生学的視点から生命科学・医学の統合

的研究推進を図るために平成 12 年４月、熊本大学に設置された。 

この領域の研究は、従来の基礎医学研究においても遺伝学、解剖学、組織学、分子

生物学、細胞生物学などの学問分野により培われてきたが、本センターは設置使命達

成のため、これら関連学問分野を個体発生的見地から統合して研究活動を行っている。   

これを更に推進し、研究成果の樹立と国内外の研究者への分与を行う研究活動の拠

点としてふさわしい研究環境を構築することを施設整備事業の目的とする。 

2 ． 整備方針 

 研究施設として教育・研究に支障のない環境と、研究活動の拠点としてふさわし 

い研究環境を構築できる施設とする。 

3 ． 全体動線計画（配置計画） 

 【図１】参照 

4 ． 外構計画 

（1） 植栽 

周辺環境との調和を図るとともに、研究者が憩える環境を与えられるよう、できる

限り環境緑化に努める。 

（2） 歩道 

周辺建物への移動に支障の無いよう歩道を設置する。（車椅子使用者も利用でき

ること） 

（3） 道路 

本施設東南側に団地周回道路を設置する。 

5 ． 建物基本計画 

 建物は、鉄骨造、又は鉄骨鉄筋コンクリート造の高層建物とする。ただし、安全性

が確保できる場合には、その他の構造も可能とする。動線計画としては、各分野の動線

は出来るだけわかりやすくする。また、各分野は出来るだけ１フロアーにまとめること
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が望ましい。 

 

 

第 2  基本要件 

1 ． 基本条件 

（1） 事業計画地 

熊本県熊本市本荘２丁目２番１号 熊本大学本荘団地（中地区構内） 

（2） 敷地面積 

２５，０９１㎡（うち本事業建設予定地 約３，５００㎡）） 

（3） 敷地隣接道路 

幅員約１５ｍ（北面道路：市道熊本駅新外線） 

幅員約 ７ｍ（東面道路：市道） 

幅員約 ８ｍ（南面道路：市道） 

幅員約 ６ｍ（西面道路：市道） 

（4） 区域 

都市計画区域（市街化区域） 

（5） 用途地域 

第二種住居地域、近隣商業地域 

（6） 防火指定 

準防火地域 

（7） 形態規制 

ｱ) 建ぺい率  ６０％（第二種住居地域）、８０％（近隣商業地域）  

ｲ)  容積率  ２００％（第二種住居地域）、３００％（近隣商業地域）  

ｳ) 斜線制限   有 

ｴ) 振動規制地域、振動規制地域、悪臭規制地域 
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2 ． 適用法令等 

① 建築基準法 

② 都市計画法 

③ 消防法 

④ 国有財産法 

⑤ 高齢者・身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の促進に関する法律（ハー

トビル法） 

⑥ 電波法 

⑦ 電気事業法・電気設備に関する技術基準を定める省令 

⑧ ガス事業法 

⑨ 下水道法 

⑩ 水道法 

⑪ 騒音規制法 

⑫ 振動規制法 

⑬ 水質汚濁防止法 

⑭ 大気汚染防止法 

⑮ エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法） 

⑯ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

⑰ 埋蔵文化財保護法 

⑱ その他関係法令等 

※上記に関するすべての関連施行令・規則等についても含むものとし、また本事業を

行うにあたり必要とされるその他の関係条例及び関係法令等についても遵守のこ

と。 

3 ． 適用基準等 

本業務を実施するにあたって、下記基準類の最新版を適用すること。 

①文部科学省 建築工事標準仕様書・附属資料 （平成１４年版） 

（文教施設整備技術研究会）                    

②学校建築構造設計指針・同解説 （平成８年版） 

       （文教施設整備技術研究会） 

③国立文教施設工事積算要領（建築工事）数量編 （平成１４年版） 

（文部科学省大臣官房文教施設部技術課） 

④文部科学省 電気設備工事標準仕様書・附属資料 （平成１４年版） 

（文教施設整備技術研究会） 

⑤文部科学省 電気設備工事標準図集・附属資料 （平成１４年版） 
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（文教施設整備技術研究会） 

⑥国立文教施設工事積算要領（電気設備工事）数量編 （平成１４年版） 

（文部科学省大臣官房文教施設部技術課） 

⑦文部科学省 機械設備工事標準仕様書・附属資料 （平成１４年版） 

（文教施設整備技術研究会） 

⑧文部科学省 機械設備工事標準図集・附属資料 （平成１４年版） 

（文教施設整備技術研究会） 

⑨国立文教施設工事積算要領（機械設備工事）数量編 （平成１４年版） 

（文部科学省大臣官房文教施設部技術課） 

⑩建築設備耐震設計・施工指針 （平成９年版） 

（建設省住宅局建築指導課監修） 

4 ． 規模等 

（1） 施設規模 

熊本大学（本荘）発生医学研究センター  延べ面積 約 5,700 ㎡  15 分野 

       部門 分野 

胚 形成部門 初期発生分野 細胞複製分野 

 転写制御分野 細胞識別分野 

 形態形成分野 系統発生分野（客員） 

器官形成部門 神経発生分野 造血発生分野 

 臓器形成分野 組織制御分野 

 ﾊﾟﾀｰﾝ形成分野 ｼｸﾞﾅﾙ制御分野（客員） 

再建医学部門 幹細胞制御分野 器官制御分野 

 細胞核分野（客員） 

※土地は、国所有の行政財産とし、建設期間は選定事業者に無償で貸与する。 

5 ． 工事に伴う条件 

（1） 地盤調査 

事業計画地域内隣接のエイズ学研究センター・動物資源開発研究センター棟建設の

際の地盤データを参考に付記する。【資料 １】 

（2） 埋蔵文化財関連 

事業計画地は埋蔵文化財包蔵区域である。 
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（3） その他 

・事業計画地域内取壊し建物（ＲＩ関連施設）については、取壊し着工前にＲＩ除

染作業を行なうこと。 

・現研究施設を解体する前に、配線及び配管の盛替え工事を行うこと。 

・工事に支障となる樹木を、中地区構内に移植する。 

6 ． 周辺インフラ整備状況 

（1） 上水道（市水） 

・中地区構内既設埋設配管より分岐し、本建物へ引き込む。 

（2） 上水（井水） 

・中地区構内既設埋設配管より分岐し、本建物へ引き込む。 

・既設埋設配管の引き替えあり。 

（3） 下水道（汚水・実験排水・雨水） 

・本建物より中地区構内既設排水管へ接続する。 

・実験排水は、検水槽（新設）を経由し中地区構内既設排水管へ接続する。 

・中地区構内既設排水管までは、汚水・実験排水・雨水管は専用配管とする。 

（4） 消火 

・中地区構内既設埋設配管より分岐し、本建物へ引き込む。 

・既設埋設配管の引き替えあり。 

（5） 都市ガス 

・中地区構内既設埋設配管より分岐し、本建物へ引き込む。 

・既設埋設配管の引き替えあり。 

（6）  暖房 

・中地区ボイラー室から既設建物への引き込みあり（解体する現研究施設の配管

の盛替え工事）。 

（7） 電話 

・中地区端子盤室から本建物へ引き込む。 

・支障配管替えあり。 
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（8） 電気 

・中地区電気室から本建物へ引き込む。 

・支障配線替えあり。 

・現研究施設側の変更工事。 

（9） ネットワーク 

・エイズ学研究センターから本建物へ引き込む。 

・支障配線替えあり。 

・現研究施設側の変更工事。 
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第 3  設備仕様 

1 ． 設備施工 

（1） 一般事項 

① 更新性・メンテナンス性及び省エネ性を考慮したものとする。 

② 主要機器は原則として屋内設置とする。 

③ 風水害・落雷・断水・大火等の災害を考慮して計画する。 

④ 耐震に対して考慮する。 

（2） 電気設備 

受変電設備、自家発電設備等主要機器は、屋内設置とする。 

照明器具は主にＨｆ型器具を使用する。 

（3） 機械設備 

個別運転制御可能な空調機、送排風機等は屋内設置とする。また原則としてトイ

レ・湯沸し室等の水を使用する室の下階には電気室・発電機室等の室を計画しない。 

屋外に設置する必要のある機器は、屋上に設置すること。 

2 ． 電気設備 

（1） 電灯設備 

① 各室、共用部等に設ける照明設備の配線工事を行う。 

② 非常照明、誘導灯、（バッテリー内蔵型）は関連法規に基づき設置する。 

③ 外灯は施設外構部に設置し自動点滅及び時間点滅が可能な方式とする。 

（2） 実験電力設備 

① 実験用機器のコンセント･開閉器等の配線工事を行う。 

② 実験用分電盤は原則として各室内、または EPS に設置する。 

（3） 動力設備・幹線 

① 空調機､ポンプ類等動力機器の制御盤の設置･配管配線及び幹線配管配線等を

行う。 

② 動力制御盤は原則として機械室内に設置する。 
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（4） 受変電設備 

受電電気方式は三相 3 線式 6,600V とし、構内の既存受電室より引込みを行う。 

（5） 自家発電設備 

① 関連法規の予備電源装置として設けると共に、施設内の重要負荷への停電時送

電用として設備する。 

② 対象負荷は関連法規満たすと共に運用上必要な設備に送電可能とする。負担容

量は、電灯回路 74.7kVA、動力回路 15.0kVA、非常エレベータ 15.0kVA とする。 

（6） 避雷設備 

建築基準法に基づき設備する。 

（7） 情報配線設備 

① LAN が導入可能なように LAN 幹線を設備する。 

② 各室の端末機設置場所までは主要箇所に設置した LAN 用中継盤から端末機用

配線を布設し情報コンセントを設置する。 

（8） 拡声設備 

施設内一般放送設備を設置する。 

（9） テレビ共同受信設備 

UHF・VHF・BS の各種アンテナを設置し、各必要室にテレビ受信端子を設置する。 

（1 0 ） 火災報知設備・防火防排煙設備 

関係法規に基づき設置し、管理室に主受信機を設置する。 

（1 1 ） 配電線路・通信線路設備 

電力、電話、情報配線の引込み及び外構に供する配管配線設置を行う。 

（1 2 ） 映像・音響設備 

施設の指定された室に映像・音響設備の設置を行う。 

3 ． 機械設備 

（1） 空調設備 

① 個別空調方式とする。 
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② 冷媒は代替フロンを使用する。ただし、新冷媒又は自然冷媒を使用することは

妨げない。 

 

（2） 換気設備 

機械換気設備を設け室内空気の浄化、熱の排除、燃焼ガスの除去等を行い良好な室

内環境の維持を図る。 

空調換気扇（全熱交換器）の採用により、空調負荷の抑制を図る。 

（3） 排煙設備 

建築基準法に基づき設置する。 

（4） 自動制御設備 

空調設備系統及び衛生設備系統の制御と監視を行う。 

（5） 衛生器具設備 

① 室の使用状況、内装仕様の程度で適宜選択する。 

② 清掃等維持管理を十分考慮して選定する。 

（6） 給水設備 

① 市水は受水槽を設置し加圧ポンプにて供給する。なお、市水は実験用に使用す

る。 

② 井水は受水槽及び高置水槽を設置して重力式にて供給する。なお、井水は飲料

用及び洗浄用に使用する。 

③ 便所内は、手洗と洗浄系統の 2 系統配管とする。 

（7） 排水設備 

排水方式は雨水・汚水・実験排水の分流式とする。 

（8） 給湯設備 

局所給湯方式とする。 

（9） 消火設備 

消防法等関係法規に基づき設置する。 

 

 


